
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。
２　職員数は、23年4月1日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） １ 　 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
２　　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

２　一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日現在）
（単位：円）
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

参　　考

歳 人 円 円 円 ―

歳 人 円 円 円 円 2.04

歳 人 円 円 円 円 1.48

歳 人 円 円 円 ―

歳 人 円 円 円 ―

歳 人 円 円 円 ―

円 円

円 円
※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成21～23年の3ヶ年平均）
※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

（注） １　「平均給料月額」とは、平成24年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計した
　　ものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、
　  比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、給与改定特例法による措置が無いものとした場合の値（減額前）である。

（2) 職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注） 国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置が無いものとした場合の値（減額前）である。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円
※ 「－」は該当する職員が０人または１人の場合。
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４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

（注） １　稲城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注） １　平成１９年に９級制から８級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級をそれぞれ統合）
２　平成２２年に８級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級をそれぞれ統合）
３　表中の５年前の構成比は、比較が容易なように平成２４年の構成である７級制に置き換えている

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

　　　　　　　　％
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7.1

１．勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第４０条に基づき、毎年1月1日を基準日として、勤務成績の評定を実施。（内容の詳細については、稲城
市職員人事考課規程を参照）

２．昇給への勤務成績の反映状況
　平成20年4月より実施

４　　級
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５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】　勤勉手当への勤務実績の反映状況

　

（2) 退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3)地域手当

（平成２４年４月１日現在）

千円

千円

人 ％ ％

　消防職員加算

24.25

473,030

59.20

49.75

支給実績（平成２３年度決算）

59.20

33.50

43.50

47.50

59.28

59.28

59.28

11,914 26,176

支給率支給対象地域 支給対象職員数

稲城市

2.60

30.55

稲　　　　　　　　　　　城　　　　　　　　　　　市

33.50

国

・職務段階別加算　5～20％

23.50

・職務段階別加算　3～20％

･管理職加算　　　 15～25％

１．勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第４０条に基づき、毎年1月1日を基準日として、勤務成績の評定を実施。（内容の詳細については、稲城
市職員人事考課規程を参照）

２．勤勉手当への勤務実績の反映状況
　勤務成績の評定を基準として４段階（Ａ～Ｄ）の評価を実施し、その評価結果に基づき成績率を決定。

･管理職加算　　　 10～25％

41.34

0.65

2.55

１人当たり平均支給額（平成23年度）

東　　　　　京　　　　　都

1.35

1,635

国

1.35

0.65

―

1.45

1.4 2.6

1.45

1515

32.50

・職務段階別加算　3～20％

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

59.20

1.450.65

564

838

稲　　　　　城　　　　　市

１人当たり平均支給額（平成23年度）

1,374

国の制度（支給率）

―
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 (4) 特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

　市立病院職員

　生活環境部下水道課職員

日額3,000円

行路病人の救護に従事したとき

行路死亡人その他死体の取扱いに従事したとき

日額500円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

機関手当 消防機関の運転や整備に従事したとき

216,423

614,839

36.0

社会福祉現業事務に従事する社会福祉主事

　生活福祉課職員

　消防本部職員

月額1,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２３年度）

１体170円

分娩介助料の５％

看護師等が深夜の看護等の業務に従事したとき

日額360円

日額100円

１当務170円

1勤務（４時間未満）7,300円
1勤務（４時間以上）7,800円

市立病院に勤務する職員のうち行(1)、
行(2)給料表適用者並びに栄養科医(2)
給料表適用者を除くもの

医師が救急車搬送患者を診療したとき
医師が救急車搬送以外の患者を診療したとき

医師が正規の勤務時間内に入院する患者を受け持ったとき
医師が正規の勤務時間以外に入院する患者を受け持ったと
き

月額80,000円
月額 3,000円

１体570円

分娩介助料の７．５％

分娩介助料の４％

分娩介助料の６％

救急事故に出場したとき

死体処置に従事したとき

放射線科に勤務する医師
放射線科に勤務する医師以外の技術
職員

解剖に従事した医師及び医師以外の職員

術者（手術室において手術に携わった医師）
助手（手術室において手術に携わった医師）
麻酔科医師が手術において麻酔を行ったとき
補助手（手術室において手術に携わった看護師等）

火災の調査等に従事したとき

年末年始において正規の勤務時間を
割り振られかつ勤務した者

双胎の場合（助産師が正常分娩を担当）

梯子車の操作登はんに従事したとき

被曝手当

危険手当

拘束手当

緊急出勤手当

年末年始勤務手当

夜間勤務者調整手当

死体処置手当

診療のため正規の勤務時間以外に緊
急登院した者

１患者3,000円
１患者2,000円

医師が往診したとき

１患者2,500円

１患者4,000円

１当務150～300円

１回100～300円

日額1,000円

26

救出救助現場に出場したとき

交替制勤務者が深夜に２時間以上勤務したとき

公共下水道管内の作業に従事したとき

往診手当

手術手当

入院受入医師手当

救急患者対応手当

夜間において勤務する看護師等

夜間看護手当

主な支給対象業務

救出救助専従手当

行路病人救護手当

梯子車専従手当

火災調査手当

出場手当

行路死亡人等取扱手当

社会福祉主事手当

下水道管渠調査手当

主な支給対象職員

院長
副院長
診療部長
診療科部長
医長
医員

手術点数の５％
手術点数の１．７％
手術点数の１．０％
手術点数の１．３％

１回100～510円

1回100～500円

勤務時間内　往診点数の50％
勤務時間外　往診点数の70％

水火災等に出場したとき

月額2,300円

月額400,000円
月額200,000円
月額150,000円
月額104,000円
月額87,000円
月額82,000円

単胎の場合（医師が正常分娩を担当）

双胎の場合（医師が正常分娩を担当）

単胎の場合（助産師が正常分娩を担当）

救急手当

支給実績（平成２３年度決算）

左記職員に対する支給単価

手当の種類（手当数）

手当の名称

医師手当

手術室に勤務する看護師等のうち勤務時間
以外に緊急登院する当番となっている者

解剖手当

１単位（12/29～1/3)3,000円
１単位（上記以外の日)2,000円

日額(12/29～30) 2,200円
日額(12/31～1/3)2,500円

１回（医師の管理職）4,500円
１回（上記以外の者）1,550円

深夜特殊勤務手当

月額4,500円

分娩手当
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成２４年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

国の制度
との異同

271

（23年度決算）

支給対象者、支給単価

【国】
(1)配偶者　　13,000円
（欠配第一子11,000円）
(2)配偶者以外の扶養親族
　　　　　　　　　　　　6,500円

※満16歳年度初めから満22歳年
度末までの子がいる場合の加算
                        5,000円

扶 養 手 当 異なる

異なる

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ２ 年 度 決 算 ）

手　当　名

【内容】
　正規の勤務時間として、午後10時から翌
日午前5時までの間に勤務することを命じ
られた職員が勤務した場合に支給

【支給単価】
　勤務1時間当たりの給料等の額
　　　　　　　　　　　　　　　　×25/100

273

夜 勤 手 当

宿 日 直 手 当 52,591

支給対象者、支給単価

【国】
(1)一般の宿日直
　　　　　　　　　　　　　4,200円
(2)特別の宿日直
　　　　　　　　5,100～7,200円
(3)医師当直　　　 　20,000円
(4)常直                  21,000円
※5時間未満は1/2の額

35,868

64,397

27,152

休 日 勤 務 手 当

209,797

平均支給年額

547,823

内容及び支給単価

異なる

76,786

支給実績
（平成２３年度決算）

国の制度と異なる内容

【内容】
　宿直勤務又は日直勤務を命ぜられた職員が
勤務した場合に支給

【支給単価】
(1)12月29日から翌年の1月3日までに勤務を命
ぜられた場合
市立病院以外の職員  1勤務　15,000円
市立病院の医師　　　　1勤務　45,000円
市立病院の医師以外　1勤務　21,000円
　
(2)　上記(1)以外の場合
市立病院以外の職員  1勤務　12,000円
市立病院の医師　　　　1勤務　30,000円
市立病院の医師以外　1勤務　14,000円

同じ

219,551

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

【内容】
　休日の勤務として正規の勤務時間中に
勤務することを命じられた職員が勤務した
場合に支給

【支給単価】
　勤務1時間当たりの給料等の額
　　　　　　　　　　　　　　　　×135/100

交通用具使用者の支給額

【国】
　2,000～24,500円

【内容】
　世帯主等である職員に支給

【支給額】
　(1)扶養親族有　9,000円
　(2)扶養親族無　8,500円

【内容】
　通勤のために交通機関等を利用し運賃
等の負担を常例とする職員又は自動車等
交通用具の使用を常例とする職員に支給

【支給額】
　(1)交通機関等利用者
　　　 原則として、6ヵ月定期券額
　(2)交通用具使用者
　　　 交通用具の区分・使用距離に
      応じた月額
1,000～13,000円
　(3)交通機関・交通用具併用者
　　　 原則として、(1)と(2)の合計額

異なる 54,217

支給職員１人当たり

86,439

535,337

126,879

99,481

支給対象者、支給対象区分、支給
単価

【国】
借家・借間
　　支給限度額　27,000円

通 勤 手 当

住 居 手 当

【内容】
　扶養親族を有する職員に支給

【支給額】
　(1)配偶者　　　　　　　13,500円
  　（欠配一子を含む。）
　(２)その他の扶養親族 6,000円
　
※満16歳年度初めから満22歳年度
　　末までの子がいる場合の加算
　　　　　 　　　　　　　　　　4,000円

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ２ 年 度 決 算 ）

221,214

同じ

6



千円 円

千円 円

６　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×勤続期間×400/100 円 任期ごと

給料月額×勤続期間×300/100 円 任期ごと

給料月額×勤続期間×250/100 円 任期ごと

(注） １　特別職の報酬等の額は、学識経験者などで構成される「稲城市特別職報酬等審議会」の答申に基づき条例で定められています。

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 勤めた場合における退職手当の見込額である。     

498,000

424,000

447,500

2,154

87,347

4.30

異なる

異なる

市 区 町 村 長

区 分

初任給調整手当

市 区 町 村 長

102,571

335,000

【内容】
　管理又は監督の地位にある職員のうち
特に指定するものに支給

【支給額】
　(1)部長級　　　　101,700
　(2)統括課長級  　85,900
　(3)課長級  　　　　73,400

支給対象者、支給対象区分、支給
期間

【国】
(1)医師・歯科医師
①離島・へき地
55,000～410,900円
②人口が少ない市町村
52,500～365,500円
③地域手当５級地以下
47,500～306,000円
④地域手当４級地
37,500～249,100円
⑤地域手当１～３級地
26,500～183,100円
(2)医系教官
16,900～50,000円
(3)研究者等
20,000～100,000円
※(1)及び(2)は採用から35年間
　 (3)は採用から10年間支給

【内容】
　専門的な知識を必要とし、かつ採用によ
る欠員補充が困難である等の事情が考慮
される以下の職員に支給

【支給額】
　(1)医療職給料表(3)の適用を受ける
　　　免許を取得した日の属する年度
　　　　　　　　　　　　　　月額12,000円
　(2)上記終了した日の翌日から1年間
　　　　　　　　　　　　　　月額 6,000円

支給対象者、支給額

【国】
46,300～146,400円

（参考）類似団体における最高／最低額

1,015,659

議 長

560,000 255,000

454,000

――

275,000

期
末
手
当

副 議 長

市 区 町 村 長

副 市 長

教 育 長

議 長

議 員

副 議 長

報

酬 議 員

備　　　　考

副 市 長

教 育 長

退
職
手
当

管 理 職 手 当

給

料
副 市 長

854,000

740,000

収 入 役

　　（平成２３年度支給割合）

620,000

　　（平成２３年度支給割合）

698,000

―

497,000

給 料 月 額 等

1,000,000

816,000

13,664,000

8,880,000

6,950,000

4.50

7



７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注） １　職員数は一般職に属する職員数であり、休職者等を含み、再任用短時間勤務職員、臨時職員及び非常勤職員を除く。
２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

　

区　分

27歳未満 35歳 51歳

82
人

＜参考＞
～

人
67

43歳

水道事業の東京都移管に伴う減（▲１２）
業務増に対応する対応（１）
休職者復帰に伴う増（１）

計

～

56歳

～

人 人

48歳

59歳 以上
人 人

～ ～

55歳

96.21

52歳 60歳

78

477

水道事業の東京都移管に伴う増（１）

業務の充実による増（９）
健診センター開館による増（７）
退職不補充（▲７）

1

9

57.63

類似団体の人口１万人あたり職員数

防災課新設及び業務内容の充実（８）8

＜参考＞

39.76

66

333

54.46

事務の統廃合縮小（▲１）

類似団体の人口１万人あたり職員数

△ 1

1

3

10

65

86

5 5

民 生

26

0

124

27

52

平成23年

職 員 数

7

0

議 会

普
通
会
計
部
門

総 務 ・ 企 画

53

121

小　計

教育部門

消防部門

労 働

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

30

一
般
行
政
部
門

計

土 木

農 林 水 産

税 務

商 工

衛 生

30 74 102

～

20歳

小　計

20歳

～

11

295

20

326

286

10

30

7

病 院

そ の 他

3

30

89

平成24年

組織の統廃合等に対応した職員の配置転換（５）
休職者の復帰に伴う対応等（▲２）

813

336

4

487

73.53

電気技術職採用による（１）

1

対前年
増減数

3

△ 3

0

0

組織の統廃合等に対応した職員の配置転換（▲１）
休職者の復帰に伴う対応（▲３）
墓苑組合設立による業務増（１）

墓苑組合設立による業務増（１）

下 水 道

人

24歳

合　　計

28歳

[        939   ］

人
31歳

職員数
125

～

人人 人
1101

～

23歳

観光担当新設による業務増（１）

人

[     19   ］

0

44歳40歳

70

803

326

[        958   ］

32歳 36歳

39歳

～

83

△ 10

8135

10

47歳
人

64

0

0

86

　
　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

主 な 増 減 理 由

1

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20
歳
未
満

20
│
23

24
│
27

28
│
31

32
│
35

36
│
39

40
│
43

44
│
47

48
│
51

52
│
55

56
│
59

60
歳
以
上

％

構成比

５年前の構成比
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(3)職員数の推移

（単位：人・％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

10

-11

-7

-18

86

487

326

813

教　育

消　防

普通会計計

計 805 786

公営企業等会計計

498 472

324一般行政

314 323

831

333

493

312

76

477

326

78

66 (-19.8%)

24年

336

過去5年間の
増減数（率）

(-1.5%)

23年

(+13.2%)

(-2.2%)

(-2.1%)

(-2.2%)792

78 72

76

67

803

469

76 76

19年

333

22年21年20年

341

81

326339 -5

-16

　　　　　　　　　年度
部門別

65
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